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研究成果の概要（和文）：海岸に近い市街地における津波被害を低減し、現地復興の可能性を高めることを目的
に、低未利用地に津波制御と日常の利活用を両立するような構築物を提案し、その津波低減効果をケーススタデ
ィにより検討した。研究内容としては、現地踏査による対象地の土地利用調査、マスタープランなどの各種計画
の調査、これらを基づく、対策案の提案とそれによる津波低減効果の数値解析による評価である。検討の結果、
盛り土、陸閘、防波ビルを配置したケースにおいて、津波の遡上が妨げられる効果が認められ、対策の空間配置
によって津波遡上をある程度は阻害できる可能性を示すことができた。

研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to reduce tsunami damage in urban areas near 
the coast and to increase the possibility of local reconstruction. We proposed a structure that 
would both control tsunamis and be used in daily life on Underutilized Land, and studied its tsunami
 reduction effect through a case study. The study consisted of a land use survey of the target site,
 a study of various plans such as master plans, a proposal of countermeasures based on these plans, 
and a numerical analysis to evaluate the tsunami reduction effect of the proposed countermeasures. 
The results of the study showed that the placement of fill, land locks, and wave barriers were 
effective in preventing the tsunami run-up. This indicates that the spatial arrangement of 
countermeasures may be able to impede tsunami run-up to some extent.

研究分野： 海岸工学

キーワード： 津波　数値解析　土地利用　面的防護　低未利用地　都市防災　グリーンインフラ　流況制御
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研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果の学術的意義としては、市街地での津波浸水を軽減する方法として、日常利用される防災施設を地域の
歴史・風土・ニーズに基づき合理的に提案するプロセスを示したことと、これらによる津波軽減効果をより引き
出すための方策として、津波の遡上過程に合わせた対策構造物の配置が有効であり、それによる効果がどの程度
かを数値的に示したことである。社会的な意義としては、本研究により市街地での振興を含めた防災対策によ
り、建物の残存による現地復興の可能性が向上する可能性があることが示されたことから、今後このようなコン
セプトを都市計画に導入することにより、より安全で活気ある地域づくりにつながることが挙げられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 徳島市を対象に液状化による地盤沈下を考慮した南海トラフ巨大地震津波による浸水過程
の数値シミュレーションを行い、液状化による地盤沈下を考慮すると津波の到達時刻が最大で
10 分間も早くなる地域が内陸部に生じることが明らかとなった。そして、津波到達時刻の大き
な変化が生じるのは、都市内の周囲より僅かに標高が高い幹線道路や局所的な低平地といった
小さな起伏（微小地形）に起因していることを見出した。(山中ら、 2017) 
 
(2) 津波の面的多重防護についての研究事例は多数あるものの、都市内の比高の小さい起伏によ
る津波到達の遅延効果やそれを防災インフラとして積極的に活用することについては議論され
てこなかった。 
 
２．研究の目的 
(1) これまでの津波防災は沿岸域にのみ海岸構造物を、線的（海岸線上の単体の海岸構造物で防
ぐ）もしくは面的（海岸構造物を海陸方向に多重に設置し防ぐ）に用いており、沿岸域を津波が
越えてしまった後は、後背地の都市部ではなすすべがなかった。しかし、面的防護の考え方を都
市部まで拡張して考えると、津波遡上の先端部での波高は沿岸部のそれより小さく、避難時間を
稼ぐ程度の目的であれば、それほど高い構造物でなくても効果が期待できると思われる。本研究 
では、このような状況を想定し、流体力学の観点からの「遡上する津波（長波）を制御」する手
法の可能性を見出す。 
 
(2) 南海トラフ巨大地震を想定外力とし、海岸からの距離が近い街中の低未利用地を活用した津
波遡上の制御方法を提案し、その効果を数値的に確かめる。また制御方法の提案に際して、社会
的な受容性を担保するため、その土地の風土に着目し、都市計画と景観からそのあり方を検討す
る。 
 
３．研究の方法 
(1) ケーススタディ 
①対象地域：四国地域の東側にある徳島県に位置しており、
太平洋に面しており小河川を有している。また、海岸から市
街地までの距離は 100ｍ程度であるため、多重防護策を展開
するには距離が短いという地形的な特徴がある。図１は，こ
の地域の標高を色で示しており、河口部の北側にある集落
はこの地域の中心部となっている。そして，海に面する東端
の地域は海岸砂丘の上にあり、周辺よりやや標高が高く神
社や水族館が存在する。次に、図中のピンク色の線は堤防の
位置を示しており、河口北側のエリアは海岸堤防と河川堤
防に囲まれている。また、地方政府の拠点は山の近くにあ
り、指定避難所の一つとなっている。さらに、この地域には
津波避難タワーが複数設置されており、すべて完成した際
には避難困難地域は解消されると行政は主張している。 
 
②対象地域が掲げる都市計画・防災計画の調査と現地踏査による土地利用実態調査：対象地
域に関わる都市計画及び防災計画を調べ、掲げられている方針や取組事業、課題点を整理し
た。調査対象とした地域計画を表 1 に示す。また、実際の土地利用状況を確認するため、現
地踏査を行った。2021 年に現地のすべての家屋を訪問し、その利用状況を目視とヒアリン
グにより確認した。公有地については、利用頻度について周辺の住民にヒアリングを行った。
その詳細を表 2 に整理し示す。 

表 1．調査した都市計画・防災計画⼀覧 
計画名 発⾏元 策定年度 

⽇和佐都市計画 都市計画区域の整備，
開発及び保全の⽅針 

徳島県 平成 30 年 3 ⽉ 

美波町都市計画マスタープラン 2014  徳島県海部郡美波町 平成 26 年 
美波町地域防災計画 美波町防災会議 令和 2 年 6 ⽉ 
災害に強いまちづくり計画（改訂案）地

域モデル：美波町 

国⼟交通省四国地⽅整備局 平成 31 年 3 ⽉ 

図１ 対象地域の地形と都市配置図 



表 2.  現地踏査の概要 
項⽬ 調査内容 
⽇時 2021/10/12, AM11:00~PM3:00 

2021/12/07, AM11:00~PM3:00 

⽬的 � 実際の町の雰囲気やにぎわいの確認 
� ⼟地利⽤状況，空き家の有無の確認 

⽅法 � 写真・動画撮影を⾏いながら地図に表記されている道を踏査する 
� 空き家であるかを⽬視で判断 
� 公有地は，周辺住⺠ 2 名にヒアリングを⾏い利⽤頻度について確認 
� 集計：得られたデータを GIS 情報化 

 
③都市内での津波制御用構造物の提案と津波数値解析による効果検証：表１に示した地域
計画等を参考に地域に必要で景観としても異物感が出ないような構造物を提案した。提案
する対策の減災効果を数値解析により評価した。適用した解析モデルは、オープンソースの
津波解析コードである JAGURS である。これは、非線形長波理論に基づく平面二次元の津
波解析モデルである。数値解析の概要を表 3 に示す。計算格子は 810m から１m までネス
ティング法により変化させた。海岸堤防と各家屋の形状は線境界条件として設定し、越流時
に完全に倒壊する設定とした。津波により破壊された構造物が漂流する影響は考慮してい
ない。波源モデルは、日本政府による南海トラフ巨大地震を想定した複数の波源のシナリオ
から最も影響が大きくなるシナリオを選択した。基準水位は、朔望平均満潮位とした。本研
究では、提案する構造物の津波の低減効果を評価するため、5 つのケースを作成し津波の浸
水予測を行い、最大浸水深と最大流速分布を求めることとした。計算ケースの詳細を表 4 に
示す。本研究では現地復興のために建物をより多く残存させることを目標としているため、
解析結果の評価指標としては、最大浸水深は 2m、最大流速は 4.2m/s を閾値として用い、
これらの数値を下回る範囲の変化に着目することとした。これらの閾値は既往研究による
木造建築物の倒壊・流出の目安とされている数値である。 

 
表 3 数値解析の概要 

Region to be computed West Japan, all regions 
Area to be analyzed Southern Tokushima Prefecture 
Spatial resolution 810~1m 
Building geometry Displayed as line data 
Fault model Assumption of a major Nankai Trough earthquake by the 

Central Disaster Management Council 
Base water level The spring mean high tide level TP=0.917(m) 
Breach conditions Total collapse after overflow 
Tsunami overtopping on 

non-collapsed building 
Not considered 

 
表 4 計算ケース 

 Case Ａ Case Ｂ Case Ｃ Case Ｄ Case Ｅ 

盛土  〇  〇 〇 
倉庫   〇 〇 〇 
陸閘     〇 

 
 
 
 



４．研究成果 
(1)低未利用地に設置する津波対策構造物の提案：対象地域での低未利用地の基本方針について
調べた。その結果、「街中の未利用地は、公共施設用地、居住用地、事業用地等としての活用を
図る。災害時の避難場所や避難経路としての利用を検討していく必要がある。」と記載されてい
た。また、沿岸域の土地利用方針に関しては、「漁業、海上交通、レクリエーション等各種利用
に向け、沿岸環境共生を目的とした海域と陸域との一体性に配慮しつつ、長期的な視点に立った
総合的な利用を図る」との記載があった。このことから、利用手段の工夫次第で、沿岸域の低未
利用地を活用した多重防護策は地域計画に適した対策になることが分かった。現地踏査の結果、
130 戸中 8 戸が空き家であることがわかり、少子高齢化が社会問題となっている地域の状況を考
えると、空き家の割合は少ない印象であった。一方、運動場や老朽化した倉庫群など、遊休地と
判断できるエリアがみられた。そこで、本研究では、グラウンドや倉庫など比較的広い面積を使
った提案を検討することとした。現地踏査の結果とターゲットとしたエリアを図２に示す。 
以上の結果を参考に、市街地における多重防護策を３つ提案し、それらの配置図を図３に示す。
また、図３での各配置場所の表記を表５にまとめ、そのイメージ図を図４に示す。第一の対策案
として盛土を設置する。盛土は南北方向に 80m、東西方向に 27ｍとし、盛土の東側の傾斜は約
50％の急斜面にし、盛土の西側の傾斜は約 20％の緩やかな傾斜とする。また、現状のグラウン
ドの浸水深は 3m程度であるため、盛土の高さは倍の 6mとする。盛土の体積は 7200 ㎥程度であ
る。第二の対策案は、漁業用倉庫群の改築である。河川沿いには漁業用倉庫群が 30 軒ほどあり、
その周辺の空き地も含めると約 4500 ㎡の面積を占めている。そこで本研究での多重防護策とし
ては、その倉庫群を解体し堅牢な建物を新設する。建物は国土交通省の「想定される設計用浸水
深に耐えうる建築物の規模例」を参考に、3 階建て 11mの高さを想定し、面積は 19m×54m、25m
×33mの 2 棟とする。第三の対策案は、津波の流路となる道に陸閘を設置することである。1つ
目の対策案である盛土を配置することで、盛土の側方から津波が回り込むことが予測されるこ
とから、盛土の側方に陸閘を設けることで対処する。現状の地形での盛土側方の浸水深は北側で
2～3ｍ、南側で 3～4ｍである。そのため、新しく設置する陸閘の高さは、（北側）≧3m、（南側）
≧4m とし、盛土を配置したケースの解析結果から高さを設定するものとする。陸閘の長さ（津
波作用面）はそれぞれ北側に 10m、南側に 38mとする。陸閘を選択した理由は、盛土の側方はど
ちらも広いスペースが確保できず道路や墓地となっているため、平常時に支障をきたさないよ
う緊急時に自動で設置可能な陸閘を設ける。これらを地域計画と対比し評価した結果、一つ目の
対策案である盛土に関しては、法面を緑化することで現在は裸地であるグラウンドの緑化に寄
与すると考えられた。また、海辺を見ることができる展望台となることや、グラウンド利用時の
観覧席として使用できるように階段を設けることで地域住民の憩いの場の創出につながると考
える。2つ目の対策案である倉庫群の改築については、防浪ビルを前提とした堅牢な建物を、道
の駅のような商業施設として活用することで、利便性の向上や地場産業の活性化につながると
考えられた。また、屋上緑化や壁面緑化をすることで、グリーンインフラとしての機能発揮も期
待できる。最後に、3つ目の対策案である陸閘については、フラップゲート式を用いることで平
時の交通網を妨げず、陸閘に地域のシンボルであるウミガメのイラストを描くことで、近隣のウ
ミガメ博物館の宣伝にも役立つと考えられる。また、災害時には津波による被害を低減すること
で、背後の歴史的な街並みを保全できる可能性があると考えた。 
 

  
図２ 現地踏査の結果          図３ 提案(1)〜(3)の配置図 

表５．多重防護策と配置場所 

  
 

多重防護策 場所 
対策１：盛土 （1） 

対策２：倉庫群の改築 （2） 

対策３：陸閘 （3） (a)対策１       (b)対策２    (c)対策３ 
図４ 各対策のイメージ図 



(2)数値解析による津波低減効果の評価：現状（シナリオ１）と３つの対策を含めた地形（シナ
リオ２）のそれぞれに対し、津波浸水計算を実施し、最大津波浸水深、最大津波流速などを評価
した。図５では、最大浸水深が 2.0m 以下の地点のみを選択し、色付けした。左図はシナリオ１
の結果、右図はシナリオ２の結果である。両図を比較すると、赤い破線で示した場所で、浸水深
が 2.0m 以下になっている。特に盛り土は効果があるもののその影響範囲は限られていた。図６
では、最大速度が 4.2m/s以下となる場所を示している。シナリオ２の赤い点線で示したエリア
では、対策後に最大流速が 4.2m/s以下に変化した地点を表しており、津波の流速低減効果が津
波の上流方向へ広がることがわかった。都市域はもともと流速が低いので、大きく変化したのは
堤防や洪水壁の裏側のエリアであった。最後に、考察として図７を示す。図中の色は、対策前の
地形での結果と比較した最大浸水深の差（差分図）を示している。左図の結果によると、対策 2
だけでは最大浸水深にほとんど影響を与えないが、右図より、すべての対策を適用した結果では
最大浸水深が低減したエリアが対策２の周辺でも認められる。この理由を検討した結果、津波の
遡上経路に着目すると、対策１と３で遮られた津波が対策２に流れ込み、対策 2による最大浸水
深の減少を引き起こしていることがわかった。このことから、1つの構造物だけでは効果が限定
的であっても、他の構造物と組み合わせることで津波の軽減効果を高めることができる可能性
があることを示した。以上が本研究課題による主たる成果である。本研究ではこの他にも、台風
による長周期波による越流被害についても検討したが、主題とは異なるため省略する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ 最大浸水深の比較（２m 以下のエリアのみ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図６  最大流速の比較（4.2m/s以下のエリアのみ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７ 最大浸水深の差分図（左図は対策２のみ、右図は全ての対策を含む結果） 
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